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(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数　　　　　　　　６社

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社の名称

千葉明治牛乳㈱、パンピー食品㈱、沖縄明治乳業㈱、

Thai Meiji Food Co.,Ltd.、CP-MEIJI Co.,Ltd.、DM Bio Limited

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　非連結子会社　　廣州明治制果有限公司

関連会社　　　　明糖倉庫㈱

なお、持分法非適用会社の合計の純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも少額であり、連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

③　持分法適用手続きに関する特記事項

持分法適用会社のうち、Thai Meiji Food Co.,Ltd.、CP-MEIJI Co.,Ltd.、DM Bio Limitedの決算日は12

月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、Meiji America Inc.、D.F.Stauffer Biscuit Co.,Inc.、

Laguna Cookie Co.,Inc.、Meiji Seika (Singapore) Pte.Ltd.、明治（中国）投資有限公司、

明治制果食品工業(上海)有限公司、明治乳業（蘇州）有限公司、明治雪糕（広州）有限公司、

台湾明治食品股份有限公司、

P.T. Meiji Indonesian Pharmaceutical Industries、Thai Meiji Pharmaceutica1 Co.,Ltd.、

Tedec-Meiji Farma S.A.、Meiji Seika Europe B.V.、明治医薬(山東)有限公司、

汕頭経済特区明治医薬有限公司、広東明治医薬有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　売上債権等の貸倒による損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、期末在籍従業員に対して、支給対象期間に基づく

賞与支給見込額を計上しております。

ハ．返品調整引当金

　一部の連結子会社において、販売した商品・製品の返品による損失に備えるため、将来の返品見込損

失額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

ニ．売上割戻引当金

　一部の連結子会社において、販売した商品・製品の売上割戻に備えるため、割戻率を勘案して見込計

上しております。

ホ．役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に備えるため、主として内規に基づく当連結会計年度末における要支給額を計

上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び非支配株主持分に含めております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、為替予約等については、要件を満たしている場合には振当処理に、金利通貨スワップについて

は、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たしている場合には一体処理によっております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんについては、５～10年間で均等償却しております。
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⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、連結会計年度末において発生していると認められる額を計上し

ております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として４

年)による定額法により処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７年～15

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

退職給付見込額の期間帰属方法については、主として給付算定式基準により処理しております。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社の連結子会社である㈱明治のうち菓子工場等及びその一部の国内連結子会社の有形固定資産の減価償

却方法については、従来、定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物並びに2016年4月1日以降に取得

した建物附属設備および構築物については定額法）を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変

更いたしました。

2026ビジョンに基づき当連結会計年度より開始した「2020 中期経営計画」において、コア事業での高シェ

ア・高収益を実現していく方針です。具体的には、健康志向チョコなど市場における競争優位性の高いコア事

業の市場が拡大していることから、当社グループは経営資源をコア事業に集中し、これに合わせた設備投資を

計画しております。これを契機に、生産設備の稼働状況を検討した結果、長期安定稼働が見込まれるため、定

額法により取得原価を耐用年数にわたって均等配分することが、今後のグループの経営実態をより適正に反映

するものと判断しました。

この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は4,920百万円増加しております。
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３．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度において独立掲記していた特別利益の「関係会社株式売却益」、特別損失の「関係会社株式

売却損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度において特別利益及び特別損失の「その他」

に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の「関係会社株式売却益」は29百万円、「関係会社株式売却損」は２百万円でありま

した。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年度

から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示

しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

有形固定資産

その他

23,157百万円

9,572百万円

計 32,730百万円

②　担保に係る債務

短期借入金 1,351百万円

長期借入金

(１年以内返済予定長期借入金を含む)
18,784百万円

計 20,135百万円

　また、上記の他、現金及び預金（定期預金）146百万円を営業取引保証のため担保に供しております。

(2) 減価償却累計額

　　有形固定資産 595,305百万円

(3) 偶発債務

①　保証債務

連結子会社以外の会社及び従業員の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

PT MEIJI FOOD INDONESIA 55百万円

仙台飼料㈱ 76百万円

従業員 68百万円

計 200百万円

②　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

当社第４回無担保社債

当社第６回無担保社債

20,000百万円

15,000百万円

計 35,000百万円

(4) 手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 23百万円

受取手形裏書譲渡高 34百万円
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれて

おりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 25,356 25,356 ―

(2)受取手形及び売掛金 202,193 202,193 ―

(3)投資有価証券

その他有価証券 73,002 73,002 ―

　　資産合計 300,551 300,551 ―

(4)支払手形及び買掛金 125,479 125,479 ―

(5)短期借入金 27,771 27,771 ―

(6)未払費用 46,286 46,286 ―

(7)社債 20,000 20,078 78

(8)長期借入金 68,613 68,724 110

　　負債合計 288,150 288,339 188

(9)デリバティブ取引(*)

①ヘッジ会計が適用されていないもの 136 136 ―

②ヘッジ会計が適用されているもの 5 5 ―

　　デリバティブ取引合計 141 141 ―

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

(4)支払手形及び買掛金、(5)短期借入金、(6)未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(7)社債

当社が発行する社債の時価は市場価格によっております。
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①　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業　　　　ＫＭバイオロジクス

事業の内容　　　　ヒト用ワクチン、血漿分画製剤及び動物用ワクチンなど生物学的医薬品の研究・開

　　　　　　　　　発・製造・供給

②　企業結合を行った主な理由

　明治グループは、「明治グループ2026ビジョン」（以下「2026ビジョン」）において、健康、特に予

防に関する栄養・医薬分野の先進的知見をもとに、食品・医薬品事業を有する明治グループならではの

強みを最大限に発揮して、「健康・予防」領域へのアプローチを強化し、日本、世界で新たな健康価値

を提供することを重点方針として掲げております。

　化血研は、熊本県を基盤として、創立以来70年以上にわたって、ヒト用ワクチン、血漿分画製剤及び

動物用ワクチンといった生物学的製剤の研究・開発・製造と、国内においてこれらの製品の供給を行っ

ております。

　そのため、本株式取得は「2026ビジョン」の実現と企業価値の向上に資するものであると考えており

ます。

③　企業結合日

2018年７月２日

④　企業結合の法的形式

現金による株式取得

⑤　結合後企業の名称

変更ありません。

⑥　取得した議決権比率

49%

　ＫＭＢはＫＭバイオロジクスの議決権比率の100%を取得しておりますが、2018年９月２日付のＫＭＢ

とＫＭバイオロジクスの合併により、合併後のＫＭバイオロジクスに対する議決権比率は当社29%、Meij 

Seika ファルマ20%となっております。

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

　ＫＭＢが現金を対価とした株式取得をしたことにより実質的な支配を獲得したためであります。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2018年７月１日から2019年３月31日まで

－ 12 －

連結注記表









2019/05/22 21:32:02 / 18483276_明治ホールディングス株式会社_招集通知

３．貸借対照表に関する注記

(1) 減価償却累計額

①　有形固定資産 5,399百万円

②　投資不動産 ２百万円

　(2) 偶発債務

①　保証債務

　連結子会社の従業員の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

従業員 68百万円

計 68百万円

②　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

当社第４回無担保社債

当社第６回無担保社債

20,000百万円

15,000百万円

計 35,000百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 20,745百万円

②　長期金銭債権 35,143百万円

③　短期金銭債務 29,152百万円

(4) コミットメントライン契約

　当社においては、機動的な資金調達及び資金効率の改善を目的として、取引金融機関６行との間で、コ

ミットメントライン契約を締結しております。

　この契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は、次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 30,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 30,000百万円

－ 16 －
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